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5 年に一度、全員参加の統計調査

　今年は、日本に住んでいるすべての人と世帯を対象とした、5年に 1度の国勢調査の年です。
　調査結果は、社会福祉や雇用政策、防災対策など、私たちの暮らしに役立てられるほか、企業や各
種団体、学術研究などさまざまな分野で幅広く活用されますので、皆さんのご協力をお願いします。
問合先　総務課統計担当　☎ 35-4811
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調査の流れ
９月下旬から
　調査員が各家庭を訪問し、調査書類を配布します。
【調査の内容】
▶世帯員のこと（13項目）
　男女の別、出生の年月、就業状態など
▶世帯のこと（4項目）
　世帯員の数、住居の種類など

回答はインターネット、郵送または調査員へ

インターネットを
利用できない方

郵送または調査員へ回答
　配布する調査票に回答を記入し、同封
の返信用封筒で郵送または調査員にお渡
しください。

インターネット回答
　パソコンやスマートフォンから、配布
する〝インターネット回答依頼書〟に従っ
て回答してください。

インターネットを
利用できる方
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IP電話の場合 ： ０３-6628-2258

０５７０-02-5901

【電話によるお問合せ】

11月７日(金)まで設置期間

【土日・祝日含む 24時間対応】

チャット自動応答で
お答えします

総務省統計局・都道府県・市区町村
Ministry of Internal Affairs and Communications, Government of Japan 世－３

国勢調査に関することは、

『国勢調査2025キャンペーンサイト』でご覧になれます。

これらの項目を用いて、高齢者のいる世帯、母子

世帯、父子世帯などの世帯構成に関する統計が作成

され、福祉行政などの施策に利用されます。

世帯主との続き柄、配偶者の有無

人口に関する最も基本的な項目で、男女・年齢別

人口などの統計が作成され、少子高齢化が進行して

いる我が国の人口構造の分析や将来人口の推計に

利用されます。

男女の別、出生の年月

これらの項目を用いて、就業状態に関する統計を

作成することにより、経済活動の実態が全国及び

地域別に明らかになり、雇用・失業政策などに利用

されます。

国勢調査の調査項目は

次のように利用されています

国勢調査は 統計法という

法律に基づいて実施します

調査票の記入内容は

統計法に基づき厳重に保護されます

国勢調査をよそおった詐欺（さぎ）や不審な調査にご注意ください

調査の場所・
世帯の決め方
あなたの世帯にふだん住んでいる人を 

もれなく回答してください

２・３
ページ

誰について書けばよいの？

調査票の記入例・
記入のしかた ４～９

ページ
第１面（オモテ側）：６～８ページ

第２面（ウ ラ 側）：８～９ページ

この項目はどう書けばよいの？

事業と仕事の記入の
しかた・書き方の例
調査票15欄・16欄を記入する際に

参照してください

10～15
ページ

事業と仕事はどう書けばよいの？

国勢調査は

国の最も重要な統計調査です

　国勢調査は、行政の基礎となる人口・世帯

の実態を明らかにする、国の最も重要な統計

調査です。

https://www.kokusei2025.go.jp/

国勢調査2025

この項目を用いて、通勤・通学による人口の動きや、

市区町村の昼間人口などを明らかにする統計が

作成され、交通網の整備などの交通対策、都市計画

などに利用されます。

従業地又は通学地

これらの項目から「産業」と「職業」についての

統計が作成され、就労支援など、雇用の安定や地域

の活性化を図るための各種施策に欠くことのでき

ないデータとして活用されます。

勤め先・業主などの名称及び事業の内容、本人の仕事の内容

１週間に仕事をしましたか、勤めか 自営かの別

国勢調査は回答の義務があります

統計法では、正確な統計を作成するために、調査項目に回答する義務（報告義務）が定められています。

統計法（平成19年法律第53号）（抄）

● 国勢調査では、金銭を要求することはありません。

　 また、銀行口座の暗証番号やクレジットカード番号をお聞きすることもありません。

● 国勢調査をよそおった不審な訪問者や、不審な電話・電子メール・ウェブサイトなどに

ご注意ください。

不審に思った際には、速やかにお住まいの市区町村にお知らせください。

● 調査員は、その身分を証明する『国勢調査員証』を携帯しています。
※ 一部の地域では、調査員業務を「建物を管理する事業者等」に委託しており、『国勢調査業務委託証明書』を携帯して   

   います。
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　国勢調査は、統計法に基づき、日本に住んで

いるすべての人・世帯を対象として実施する

統計調査です。

　統計法には、調査項目に回答する義務（報告

義務）が定められています。

• インターネットで回答いただいた世帯は、紙の調査票の

提出は不要です。紙の調査票には何も記入せず、他に

使われないように、廃棄してください。

• 調査票を提出する前に、記入もれや記入誤りがないかを

もう一度確認してください。

• 調査票に記入もれなどがあった場合は、確認のため

市区町村からおたずねすることがあります。

調査についてのお問合せは

国勢調査コンタクトセンター

Inquiries about the 2025 Census

关于调查的联系方式 조사에 관한 문의

受付時間：午前９時から午後９時まで（土日・祝日も利用できます）

※おかけ間違いのないようご注意ください。

※ナビダイヤルの通話料金は、固定電話・携帯電話いずれの場合も所定の料金となります。

　国勢調査員をはじめとする国勢調査に従事

する者には、個人情報を保護するための守秘

義務が課せられています。

調査票は、外部の目に触れないように厳重に

管理し、集計が完了した後、完全に溶かします。

（定義）
第２条　（略）
４　この法律において「基幹統計」とは、次の各号のいずれかに該当

する統計をいう。
　一　第５条第１項に規定する国勢統計
６　この法律において「基幹統計調査」とは、基幹統計の作成を目的

とする統計調査をいう。

（国勢統計）
第５条　（略）
２　総務大臣は、前項に規定する全数調査（以下「国勢調査」とい

う。）を10年ごとに行い、国勢統計を作成しなければならない。
　　ただし、当該国勢調査を行った年から５年目に当たる年には簡易

な方法による国勢調査を行い、国勢統計を作成するものとする。

（報告義務）
第13条　行政機関の長は、第９条第１項の承認に基づいて基幹統計調

査を行う場合には、基幹統計の作成のために必要な事項について、
個人又は法人その他の団体に対し報告を求めることができる。

２　前項の規定により報告を求められた個人又は法人その他の団体
は、これを拒み、又は虚偽の報告をしてはならない。

（罰則）
第61条　次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処

する。
一　第13条の規定に違反して、基幹統計調査の報告を拒み、又は虚

偽の報告をした個人又は法人その他の団体（法人その他の団体に
あっては、その役職員又は構成員として当該行為をした者）

調査票の記入のしかた
令和７年国勢調査

調査票の記入は

黒の鉛筆又は

ｼｬ ﾌー ﾍ゚゚ ﾝｼﾙで！

Ⓚ

個人情報は厳格に保護します
　国勢調査は、統計法に従い厳格な個人情報保
護が定められています。調査票に記入した内容
は、統計を作成する目的だけに使用し、集計後
は調査票を溶かして処分します。

かたり調査に注意
　かたり調査とは、国勢調査
を装って世帯から個人情報を
盗もうとすることです。調査
員は非常勤国家公務員となり、
必ず身分を証明する調査員証
を携帯しています。不審に思った際は、速やか
に総務課統計担当へご連絡ください。

期間中、市役所本庁会議室 2-1・2-2
で職員がインターネット回答のお手
伝いをしますので、ご利用ください


